
　1990年代，バブル経済崩壊後しばらくの間，総
額人件費を業績に応じて管理する仕組みを導入し
た会社が数多くあった。一般に，バブル経済崩壊
までは，社員数は増加し，個人の年収は勤続年数
を重ねるにつれ増え，総額人件費は固定的に増加
するものであった。これに対し，業績に着目し，
人件費を“適切に”コントロールしていこうとい
う発想は画期的な転換点であった（はずである）。
しかし，直接的に減額を意図した制度ではなかっ
たものの，実態としては，業績の悪化または伸び
悩みに比例して人件費の抑制という結果を招いた
会社は多く，「総額人件費管理」というと「賃金を
下げる手段」という“後ろ向き”のイメージを持
たれる傾向が根強く残った。
　ひるがえってここ数年は，業績が向上，または
安定的な企業が多く，声高に「総額人件費を管理
する」とは言われなくなっている。だが，筆者は
会社を取り巻く環境や社内の課題から，今こそ“前
向きな発想をもって”総額人件費管理に取り組む
ときだと考えている。本稿では，総額人件費管理
の着目点と，実際に取り組む際の考え方やポイン
トを解説していきたい。 （著者）

今は人件費を適切に管理する好機だ
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～業績とのバランスを図り再配分のあり方を見直す～

1総額人件費を取り巻く環境は厳しい
（1）高まる賃上げ要請／（2）労働力確保に求められる報酬施
策／（3）政府の施策が人件費の増加を招く

2社内に潜む人件費増加要因
（1）人件費が“自動的に”増加する人事制度／（2）2020年
問題に注意する／（3）ホワイト企業も危ない

3今一度，総額人件費管理に着目する
4自社の状況を把握する
（1）自社業績と総額人件費のバランスを探る／（2）未来の推
移を予測する／（3）人件費政策に関する方針（仮説）を立て
る

5人件費管理要素を押さえる
（1）中長期的な管理要素／（2）短期的な管理要素＝業績連動
賞与／（3）“卒業”支援も必要

6人件費の再配分を考える
（1）全社員一律右肩上がりの報酬は非現実的／（2）「報酬後
払い」は成り立たない／（3）働き方の多様性が求められてい
る／（4）役割・責任・パフォーマンスの大きさと支給の“メ
リハリ”を連動させる

7人事制度見直しの9つのポイント
（1）等級制度／（2）評価制度／（3）報酬制度

8人事担当者へのアドバイス

前向きに取り組む
総額人件費管理のやり方
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